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ホームページからのお申し込みは 

商品に関するご照会・お申し込み・ 
追録差し換えのご依頼は 

※お客様の地域を担当する弊社社員へご連絡いただくか、フリーダイヤルをご利用ください。 
※フリーダイヤル（TEL）の受付時間は土・日・祝日を除く9：00～ 17：30です。 
※FAXは24時間受け付けておりますので、併せてご利用ください。 

http://www.daiichihoki.co.jp

検 索第一法規

東京都港区南青山2-11-17 〒107-8560

担　　当

◆法改正や最新事例の追加等によって「台本（原本）」の
内容に改正・増補等が生じた場合、その都度発行する
「追録」（有料）と不要な頁を差し替えることで、内容を
補正・更新できる形態の書籍です。

＝＝＝＝＝＝＝ここが魅力＝＝＝＝＝＝

●何年経っても情報の‘確かさ’と‘鮮度’を保ち続ける
ことができる！

●追録の迅速なお届けにより、法改正や増補を見落とす
ことなく、常に最新内容で利用できる！

●法改正の度に買い換える必要がないため、長期的な
ご利用にあたっては費用負担が少なく経済的！

◆常に最新内容でご利用いただけるよう、台本のご購入
以降に発行される追録（有料）のご購読もお願いしてい
ます。

◆追録は、お客様からお届けの停止（購読中止）のご連絡
をいただくまでは継続してお届けいたします。

◆ご利用条件については、商品ごとの「利用規約（規程）」
でご案内しています。

◆年間追録代、発行回数等については下記フリーダイヤル
までお問い合わせください。

加除式書籍とは？

追録は購入しなければならないの？

◆追録の差し替え作業は、無料で行います。弊社社員が
直接お伺いし、迅速・正確かつ丁寧に加除作業を行い
ます。

◆その他、書籍のページが欠落した、バインダーが壊
れた等の不都合が生じた場合も、お気軽に下記フリー
ダイヤルまでご連絡ください。

購入後のメンテナンスは？

◆お申し込み方法は以下からお選びください。
■下記フリーダイヤルにてお申し込みください。
■弊社ホームページ
※ホームページでは、新刊をはじめ各商品の詳しい
情報をお届けしています。また、フリーワードや
ジャンル別等商品検索機能もご活用いただけます。

■本カタログと併せてお届けした申込書にご記入の上、
弊社宛にお申し込みください。
■お客様の地域を担当する弊社社員にお申し込みく
ださい。

◆お申し込みをいただいた後、商品（台本）と請求書をお
届けいたします。

◆お支払い方法（一括払い・分割払い等）やお支払いの時
期については、同封の申込書に記載しています。ご不
明な点は下記フリーダイヤルまでお問い合せください。

申し込み方法は？ 支払いは？

末永く、安心してご利用いただくために、お客様の疑問にお答えします

消防設備法令消防設備法令
実務総覧実務総覧

消防設備法令
実務総覧

12
消防設備ごとに「根拠法令となる消防法令」、「規格省令」、「告示」、「通達」、「質疑応答」を分類編集している
実務編は、消防設備関係法令の解釈運用の指針書として利用できます。

消防法をはじめ実務編で分類登載された諸法令をまとめて収録した法令編は、消防法および建築基準法
関係に基づく各種の設備基準、通達などを網羅しているので、関連する法令通達が一覧で確認できます。

消防法令の制定時以降の新旧対照表で消防法令の条文ごとの経過をあきらかにした改正経過編では、
法令の改正をわかりやすく表示しました。3

消防設備関係の唯一の実務総覧

本書の特色

消防設備法令研究会　編集 A5判・加除式・全10巻（12冊）
定価：59,400円（本体54,000円＋税）



＊消防用設備等の設備に関する疑義
について
２　連結散水設備
〈根拠法令〉
消防法施行令／同法施行規則
〈通達〉
●消防法施行規則の一部改正に伴う
告示の運用について〔抄〕
●指定可燃物の指定等に伴う消防用
設備等に関する技術上の基準に係
る消防法令の運用について

〈質疑応答〉
＊消防用設備等の設備に関する疑義
について〔抄〕
３　連結送水管
〈根拠法令〉
消防法施行令／同法施行規則
〈通達〉
●共同住宅等に係る消防用設備等の
技術上の基準の特例の細目につい
て〔抄〕
●指定可燃物の指定等に伴う消防用
設備等に関する技術上の基準に係
る消防法令の運用について

〈質疑応答〉
＊消防法、同施行令及び同施行規則
に関する執務資料について〔抄〕
４　非常コンセント設置
〈根拠法令〉
消防法施行令／同法施行規則
〈通達〉
●消防用設備等の非常電源として用
いる自家発電設備の出力の算定に
ついて

〈質疑応答〉
＊消防用設備等の消防法施行令第
32条の取扱いについて
５　無線通信補助設備
〈根拠法令〉
消防法施行令／同法施行規則
〈通達〉
●指定可燃物の指定等に伴う消防設
備等に関する技術上の基準に係る
消防法令の運用について

〈質疑応答〉
＊無線通信補助設備に用いる漏洩同
軸ケーブルの耐熱性等の認定につ
いて

■第６節　一般的事項
〈通達〉
●社会福祉施設等における防火安全
対策の推進について
●地下街の取扱いについて
●社会福祉施設及び病院における夜
間の防火管理体制指導マニュアル
について
●住宅防火診断の実施マニュアルに
ついて

〈質疑応答〉
＊地下街の判定について

第２章　防炎
〈根拠法令〉
消防法／同法施行令／同法施行規則
〈通達〉
●防炎表示制度の運用について
●社会福祉施設等における防炎物品
等の使用促進について

○受信機に係る技術上の規格を定め
る省令
○漏電火災警報器に係る技術上の規
格を定める省令
○閉鎖型スプリンクラーヘッドの技
術上の規格を定める省令
○金属製避難はしごの技術上の規格
を定める省令
○流水検知装置の技術上の規格を定
める省令
○一斉開放弁の技術上の規格を定め
る省令
○消防用機械器具等及び消火設備等
の技術上の基準に関する特例を定
める省令

■第３節　消防設備等関係告示
○自家発電設備の基準
○蓄電池設備の基準
○耐火電線の基準
○耐熱電線の基準
○加圧送水装置の基準
○非常警報設備の基準
○開放型散水ヘッドの基準

■第３節の２　消防設備検査、
点検関係告示

○消防法施行令第36条第２項に定
める防火対象物における消防用設
備等を点検する資格を有する者
○消防設備点検資格者となるために
必要な知識及び技能を習得するこ
とができる講習
○消防設備点検資格者講習の実施期
間
○消防設備点検資格者再講習の再講
習科目の一部免除

■第４節　火災予防条例
○火災予防条例準則
○札幌市火災予防条例
○〔東京都〕火災予防条例
○神戸市火災予防条例

■第５節　消防設備等関係通達
１　法令の制定・改廃に伴う通達
２　運用通達
３　火災予防条例準則関係通達

第２章　建築基準法令
■第１節　通則
○建築基準法／同法施行令／同法施
行規則

■第２節　防火に関する関係告
示

第３章　関係法令
○都市計画法〔抄〕
○消防設備の点検要領

改正経過編
第１章　消防法
第２章　消防法施行令
第３章　消防法施行規則

●防炎表示に係る消防法施行規則等
の改正について

〈質疑応答〉
＊防炎規則に関する疑義について

第２章の２　消防用設備等の
届出及び検査

〈根拠法令〉
消防法／同法施行令／同法施行規則
〈通達〉
●消防用設備等試験結果報告書及び
消防用設備等試験基準の全部改正
について

第２章の３　消防用設備等の
点検及び報告

〈根拠法令〉
消防法／同法施行令／同法施行規則
〈通達〉
●消防設備点検資格者再講習の受講
期限の延長について
●火災報知設備の感知器及び発信機
に係る技術上の規格を定める省令
等の施行について〔抄〕

〈質疑応答〉
＊消防法の一部を改正する法律（昭
和49年6月1日法律第64号）等に関
する質疑応答について〔抄〕

第３章　消防設備士
〈根拠法令〉
消防法／同法施行令／同法施行規則
〈通達〉
●消防設備士免状に関する事務処理
要領等について

〈質疑応答〉
＊消防設備士試験の免除の範囲につ
いて
＊外国人に対する消防設備士免状の
交付等について

通達・質疑応答　年別索引

法令編
第1章　基本法令
■第１節　通則
○消防法／同法施行令／同法施行規
則
○危険物の規制に関する政令／同規
則

■第２節　規格省令
○消火器の技術上の規格を定める省
令
○消火器用消火薬剤の技術上の規格
を定める省令
○動力消防ポンプの技術上の規格を
定める省令
○消防用ホースの技術上の規格を定
める省令
○消防用吸管の技術上の規格を定め
る省令
○火災報知設備の感知器及び発信機
に係る技術上の規格を定める省令
○中継器に係る技術上の規格を定め
る省令

＊ガス漏れ火災警報設備の設置につ
いて
２　漏電火災警報器
〈根拠法令〉
消防法施行令／同法施行規則
〈通達〉
●漏電火災警報器の設置基準の細目
ついて
●漏電火災警報器の取扱いについて
〈質疑応答〉
＊漏電火災警報器の設置基準につい
て
３　消防機関へ通報する火災報知設
備

〈根拠法令〉
消防法施行令／同法施行規則
〈通達〉
●消防機関へ通報する火災報知設備
の取扱いについて
４　非常警報装置・非常警報器具
〈根拠法令〉
消防法施行令／同法施行規則
〈通達〉
●就寝施設における非常放送設備の
設置の推進について
●指定可燃物の指定等に伴う消防用
設置に関する技術上の基準に係る
消防法令の運用について

〈質疑応答〉
＊非常警報設備の配線について

■第３節　避難設備
１　避難器具
〈根拠法令〉
消防法施行令／同法施行規則
〈通達〉
●避難器具用ハッチの基準について
〈質疑応答〉
＊避難器具の設置に係る疑義につい
て
２　誘導灯及び誘導標識
〈根拠法令〉
消防法施行令／同法施行規則
〈通達〉
●誘導灯及び誘導標識に係る設置・
維持ガイドラインについて

〈質疑応答〉
＊誘導灯表示面（シンボル）の取扱い
について

■第４節　消防用水
〈根拠法令〉
消防法施行令
〈通達〉
●建築基準法施行令第129条の２の
規定に基づく建設省告示について

〈質疑応答〉
＊消防用水の設置について

■第５節　その他の消火活動上
必要な施設

１　排煙設備
〈根拠法令〉
消防法施行令／同法施行規則
〈通達〉
●指定可燃物の指定等に伴う消防用
設備等に関する技術上の基準に係
る消防法令の運用について

〈質疑応答〉

〈根拠法令〉
消防法施行令／同法施行規則
〈通達〉
●電気設備が設置されている部分等
における消火設備の取扱いについ
て

〈質疑応答〉
＊水噴霧消火設備等を設置すべき防
火対象物について
７　ハロゲン化消火設備
〈根拠法令〉
消防法施行令／同法施行規則
〈通達〉
●ハロゲン化物消火設備・機器の使
用抑制等について

〈質疑応答〉
＊水噴霧消火設備等を設置すべき防
火対象物について
８　粉末消火設備
〈根拠法令〉
消防法施行令／同法施行規則
〈通達〉
●粉末自動消火装置の取扱いについ
て

〈質疑応答〉
＊水噴霧消火設備等を行う設置すべ
き防火対象物について
９　屋外消火栓設備
〈根拠法令〉
消防法施行令／同法施行規則
〈通達〉
●共同住宅等に係る消防用設備等の
技術上の基準の細則について
●指定可燃物の指定等に伴う消防用
設備等に関する技術上の基準に係
る消防法令の運用について

〈質疑応答〉
＊消防用設備等の規制に関する疑義
について〔抄〕
10　動力消防ポンプ設備
〈根拠法令〉
消防法施行令／同法施行規則
〈通達〉
●共同住宅等に係る消防設備等の技
術上の基準の特例について〔抄〕

■第２節　警報設備
１　自動火災報知設備
〈根拠法令〉
消防法施行令／同法施行規則
〈通達〉　
●遠隔移報システム等による火災通
報の運用等について
●自動火災報知設備の移報用装置等
に関する自主管理について

〈質疑応答〉
＊自動火災報知設備の感知器の設置
に関する選択基準の運用に係る執
務資料について
１の２　ガス漏れ火災警報設備
〈根拠法令〉
消防法施行令／同法施行規則
〈通達〉
●消防設備等の試験等に係る試験器
具等の取扱いについて〔抄〕
●指定可燃物の指定等に伴う消防用
設備等に関する技術上の基準に係
る消防法令の運用について

〈質疑応答〉

実務編
第１章　消防用設備
■第１節　消火設備
１　消火器・簡易消火用具
〈根拠法令〉
消防法施行令／同法施行規則
〈通達〉
●共同住宅等に係る消防設備等の技
術上の基準の特例について〔抄〕
●指定可燃物の指定等に伴う消防設
備等に関する技術上の基準に係る
消防法令の運用について

〈質疑応答〉
＊消火設備附加設置について
＊ハロゲン化物を放射する消火器の
適応対象物について
２　屋内消火栓設備
〈根拠法令〉
消防法施行令／同法施行規則
〈通達〉
●消防用設備等の非常電源として用
いる自家発電設備の出力算定の一
部改正について

〈質疑応答〉
＊特殊可燃物を防火対象物の屋上に
貯蔵する場合の消防用設備等の設
置について
３　スプリンクラー設備
〈根拠法令〉
消防法施行令／同法施行規則
〈通達〉
●パッケージ型自動消火設備の性能
及び設置の基準について
●スプリンクラーの設備の設置及び
維持に関する技術上の基準に係る
運用について

〈質疑応答〉
＊海上レジャーランドの消防法規制
について
４　水噴霧消火設備
〈根拠法令〉
消防法施行令／同法施行規則
〈通達〉
●消防法施行規則の一部を改正する
省令等の運用について〔抄〕

〈質疑応答〉
＊特殊可燃物を防火対象物の屋上に
貯蔵する場合の消防用設備等の設
置について
５　泡消火設備
〈根拠法令〉
消防法施行令／同法施行規則
〈通達〉
●指定可燃物の指定等に伴う消防用
設備等に関する技術上の基準に係
る消防法令の運用について

〈質疑応答〉
＊たん白泡消火薬剤のふつ化物処理
（３R処理）について
６　二酸化炭素消火設備

内容構成
（抜粋）

内容見本
（縮小）

消防行政機関をはじめ、建築設計、消防用設備の設計、施工保守、防災管理などに携わる方々の職務遂行を助ける実務指導書！
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